
TEL 0940 - 33 -7799
携帯 090-9796-4184事務局

〒 811- 4163 宗像市自由ヶ丘 9－5－2

- 行政書士による無料相談会 -
日時：6/12（日）、7/10（日）、8/21（日）9：00～12：00
会場：自由ヶ丘コミセン カルチャールーム B 予約不要、先着順

毎月第２日曜日開催

行政書士

遺言作成、相続手続、各種許認可、法人設立、
　　　　農地転用、その他なんでもご相談下さい。
※ お時間の都合がつかない場合も
　　　　　御連絡くだされば柔軟に対応させていただきます。

本田 勝利
梅﨑 元 http://edesign-inc.jp E-mail info@edesign-inc.jp

相談・見積
 無料

住まいの事でお困りの際は 何でもお気軽にご相談下さい！住まいの事でお困りの際は 何でもお気軽にご相談下さい！
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市では、市の広報紙、ホームページに掲載する広告を募集しています。詳しくは、秘書政策課広報報道担当☎0940（36）1055まで

【取り扱い可能な金融機関】
福岡銀行、西日本シティ銀行、福岡中央銀行、
北九州銀行、遠賀信用金庫、ゆうちょ銀行

【手続きに必要な物】
左記金融機関の
キャッシュカード
すぐに登録可能です

① 市役所で手続きする場合

③ 申込ハガキで手続きする場合

② 銀行で手続きする場合
【手続きに必要な物】
納税通知書、預貯金通帳、
通帳届出印
登録までに約１カ月かかります

　納付書の裏面に記載している金
融機関で手続きをしてください。

【手続きに必要な物】
預貯金口座情報、通帳届出印
登録までに約２カ月かかります

　申込ハガキに必要事項を記入して、
ポストに投かんしてください。

【国保税の計算方法】

（＊）課税標準所得額＝前年の総所得金額等－基礎控除額33万円
（★）平成28年度課税限度額の引き上げ　　
（♦）平成28年度税率・税額引き下げ

（平成27年度 52万円）

介護納付金分後期高齢者支援金分

所得割

均等割

平等割

加入者全員の
課税標準所得額
　　　　×7.5%

（＊）

＊75歳未満の人が負担
＊40～64歳の人が負担

= ＋ ＋
あなたの
世帯の
国保税額

最高限度額19万円（★） 最高限度額16万円

加入者の人数
　×27,300円

27,300円

加入者の人数
  ×8,400円

8,400円

＋＋

＋＋

（＊）
加入者全員の
課税標準所得額
　　　　×2.4%（♦）

（♦）

（♦）

40～64歳の
加入者の人数
  ×15,500円（♦）

（平成27年度 9,200円）

（平成27年度 9,200円）

（平成27年度 16,800円）

（平成27年度 2.9％）（平成27年度 2.5％）

（平成27年度 17万円）

（＊）
40～64歳の加入者
の課税標準所得額
　　　　×2.5%（♦）

医療給付費分
最高限度額54万円（★）

お知らせ

平成28年度国民健康保険税納税通知書を６月中旬に送付
　平成28年度国民健康保険税（国保税）納税通知書を、６月中旬に国保加入世帯の「世帯主」あてに送付します。
国保税を納める義務は、世帯主にあります。そのため、世帯主が国保に加入していなくても、世帯の中に１人でも国保被保
険者がいれば、納税通知書は世帯主に送付します。　　　  　■問い合わせ先　国保医療課国民健康保険係　☎（36）1363

　その年に予測される医療費から、国な
どからの補助金と医療機関で支払う一
部負担金を差し引いた金額が、国保税の
総額となります。
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　平成27年４月から国保税の納付方法が、原則、口座振替となりました（特
別徴収は除く）。下図①〜③のいずれかの方法で、口座振替手続きをお願い
します。
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国保税の決定・軽減の計算、高額療養費
の算出には、所得の申告が必要です

国保税の税率・税額の引き下げ

国保税の納付は「口座振替」が原則です国保税の決まり方

国保税の特別徴収（年金天引き）
●対象　次の全てに該当する人
▽世帯主が国保に加入している（年度途中で75歳に到達する人を除く）
▽世帯の国保加入者が、全員65歳以上
▽年金特徴の対象となる年金が、年額18万円以上で、介護保険料と国

保税を合わせた額が、年金額の２分の１以下になる
＊特別徴収になる世帯も、口座振替での納付ができます

●すでに特別徴収（年金天引き）となっている世帯主
　７月中旬に「税額決定通知書」を送付（６月に納税通知書は送付さ

れません）。

●平成28年度から特別徴収予定の世帯主
　決定した場合、７月中旬に「特別徴収開始通知書」を送付（６月に

も納税通知書が送付されます）。４期分までは納付書で（５期以降の
納付書は同封していません）、10月から特別徴収。特別徴収が決定し
なかった場合は、改めて５期以降の納付書を送付します。

　平成27年中に収入がない場合でも、収入がなかったという申
告をする必要があります。
　まだ、所得の申告をしていない人は、平成28年１月１日に住
んでいた住所地の市区町村で申告をしてください。
＊世帯内に所得申告をしていない人がいる場合は、軽減措置が適

用されません

＊確定申告や市県民税の申告をしている人、源泉徴収票をもらっ

ていて職場で年末調整をしている人、公的年金以外の収入が

ない人は手続き不要


